






















―WTO, FTA/EPA, そして TPP の役割―











































































































































































































































































































平 均 ２，８６８．０ ２，３２６．７ １，６６７．７ １，１２２．０
出所：League of Nations, Monthly Bulletin of Statistics. February 1934, p. 51.

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国間貿易交渉が「ドーハ開発アジェンダ」(Doha Development Agenda = DDA) であ
り，２００１年１１月にカタールの首都ドーハで開催された WTO 閣僚会議で交渉
開始が合意されたのでこのように呼ばれている。

























































































Trade Arrangement = PTA) に走った。２００６年には約１５０件の PTAs が存在したと
言われているが，その中には途上国と先進国の PTA のみならず，途上国同士
の PTA も多く含まれている。しかし，途上国の中にはこのような PTA の仲
間に入れてもらえないか，あるいは，FTA を締結したとしてもより強力な途
上国ないしは先進国に互恵性を損なう形で譲許を迫られる事例も少なくない。















































































































が行われた。しかし，OECD 諸国による非 OECD 諸国への関税引き下げは３０％
に留まっており，OECD 諸国パートナーに対する関税引き下げ（４５％）を大き










２１） OECD (2009) p. 12参照
経済研究所年報・第２４号（２０１１）
― ―８６
う事情がある。次に多国間で関税引き下げが実現すると，EU の Everything But
Arms やアメリカの GOA によるイニシアティブで得られた特恵マージンが侵
食されるとの懸念が途上国にある。他にも関税削減をすると関税収入が減り，
政府の歳入にネガティブな影響が出ると懸念する見方も途上国では根強い。
























































２３） Masaki Oda, “Chapter１１．Capacity-building of Developing Countries”, Yorizumi Watanabe (ed.),












































































中米諸国との FTA である CAFTA まで包み込み，東アジアでは ASEAN を軸
に日本・中国・韓国・豪州・インドなどが活発に「ASEAN プラス１」の FTA
を構築してきた。さらに近年では，地域横断的な市場統合の動きも見られ，
２００７年４月に交渉妥結した米韓 FTA，同年交渉が開始された EU と ASEAN,










年の APEC の際には「APEC ワイドの FTA」ということで「アジア太平洋自








Partnership Agreement = EPA) と呼んでいる。（図４―２，「EPA：経済連携強化のための
協定」）２００１年に交渉したシンガポールとの EPA を皮切りに，これまで１５の
国と１地域（ASEAN＝東南アジア諸国連合）と交渉し，その内１１件の EPA を既












をさらに維持・強化するための法的手段 (legal instrument) ということができよ
う。ASEAN 諸国との EPA においてまさにこれが当てはまる。
経済研究所年報・第２４号（２０１１）
― ―９２






























































































































































なぜ EPA の「質」が重要なのか。まず，モノの貿易について言えば GATT
の第２４条に EPA のような地域貿易取極めは「実質的に全ての貿易」(substan-




























































水準が高いと理解される。OECD の調査（２００３年）（表４―２「OECD 諸国の PSE」
参照）によると，日本はスイス，ノルウェー，アイスランド，韓国に次いで５
番目に高い保護水準にあることがわかる。共通農業政策に象徴される一貫した






































































































































































































































































































れがその１週間後にシンガポールで開催された WTO 閣僚会議で ITA（情報通




























































易地域としての FTAAP である。その意味で FTAAP はまさに「ボゴールを超
える次なるゴール」と位置付けることができる。FTAAP 自体は２００６年にアメ




５． FTAAP の核としての TPP とそのインパクト
TPP とは２００６年にブルネイ，シンガポール，ニュージーランド，チリの４
カ国が締結した FTA で，当初は「P4」（P は Pacific からとった）と呼ばれてい






















































































































































る。TPP は APEC 加盟国・地域に対して開放されており，今後 TPP 参加国は
































ジア FTA (EAFTA) を位置付けるだろう。APEC については「非拘束性」を堅












を自動車部品や IT 製品で演じることになる。中 ASEAN をとるか，米タイ





















第６章 急ぐべし TPP 交渉参加
１．「唐突」ではなかった TPP















２． TPP も EPA も同じ FTA





であり，FTA については WTO（世界貿易機関）のルール（GATT 第２４条）によ
れば「実質的に全ての貿易」(Substantially all trade) について関税撤廃することに
なっている。この「実質的に全て」というのは具体的に数字で規定されている
わけではないが，先進国はアメリカ，カナダ，メキシコの３カ国からなる






TPP に対する反対が一部で強いのは，これまで二国間の EPA では何とか相
手国を説得して農産品について関税撤廃を回避できたが，そのようなことが
TPP ではより困難になるという認識があるからである。そもそも EPA であれ









































































１９．電子商取引：攻め （日星・日スイス EPA で既にカバー）
２０．分野横断的事項（制度間整合・中小企業の FTA 活用促進・競争力向上）：攻め （日本
も EPA の利用度向上を志向）
２１．制度的事項：交渉次第 （ビジネス環境整備委員会などを提案）
















































型保護主義」(procedural protectionism) と形を変え，１９８０年代 EC や日本を悩ま
すことになる。そしてこのアメリカ流の due process（然るべき手続き）を伴っ
た保護主義を抑止するためにウルグアイ・ラウンド（１９８６－９４年）が要請され





























約束と異なり，実効性が低いのが実情である。FTA が WTO ルールとの整合
性を担保したもので，「実質的に全ての貿易について」自由化を進めるもので













国間の FTA のネットワークとこれらの広域 FTA の枠組みが連動させながら，
APEC 全域をゆくゆくは一つの自由貿易圏とすることを決定した。このような
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渡邊頼純：忍び寄る「新保護主義」と国際通商体制
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